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令
和
４
年
度
一
般
会
計
の
決
算
を
中
心
に
、市
民
の
皆
さ
ん
が
納
め
た
税
金
の
使
い

道
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。 財
政
財
政
状
況

一
般
会
計
決
算
の
概
要

決
算
額

　

収
支
の
管
理
は
、「
一
般
会
計
」「
特
別

会
計
」と「
企
業
会
計
」に
分
か
れ
て
い

ま
す
。「
一
般
会
計
」は
基
本
的
な
行
政

運
営
の
経
費
を
賄
う
も
の
、「
特
別
会
計
」

会計名 歳入決算額 歳出決算額

一般会計 550億8,428万　179円 523億4,164万7,459円

特別会計 232億1,754万4,422円 227億4,939万6,387円

国民健康保険事業 120億5,189万2,681円 120億3,275万2,708円

介護保険事業 89億4,153万1,589円 85億1,931万2,980円

後期高齢者医療事業 21億1,512万8,152円 20億8,846万2,699円

公共用地先行取得事業 1億   899万2,000円 1億   886万8,000円

企業会計 37億9,936万8,412円 44億9,194万2,725円

公共下水道事業 37億9,936万8,412円 44億9,194万2,725円

合　計 821億   119万3,013円 795億8,298万6,571円

　

歳
入
は
５
５
０
億
８
４
２
８
万
円（
円

グ
ラ
フ
１
）、歳
出
は
５
２
３
億
４
１
６
５

万
円（
円
グ
ラ
フ
２
）と
な
り
、歳
入
・
歳

出
と
も
に
前
年
度
を
下
回
り
ま
し
た
。

　
歳
入
は
、海
老
名
駅
西
口
地
区
の
開
発

の
進
展
や
企
業
業
績
の
回
復
が
顕
著
で
あ

る
こ
と
な
ど
に
よ
り
、個
人
市
民
税
・
法

人
市
民
税
・
固
定
資
産
税
の
全
て
の
市
税

税
目
が
増
加
し
ま
し
た
。
一
方
、臨
時
特

別
給
付
金
給
付
事
業
の
終
了
な
ど
に
伴
い

国
庫
支
出
金
が
減
少
し
、全
体
で
は
前
年

度
を
下
回
り
ま
し
た
。

　
歳
出
は
、西
口
地
区
道
路
整
備
事
業
や

相
鉄
線
海
老
名
駅
駅
舎
改
善
事
業
の
進
捗

な
ど
に
よ
り
普
通
建
設
事
業
費
が
増
加
し

　
自
治
体
の
財
政
状
況
は
、

財
政
健
全
化
法
に
基
づ
き

算
定
さ
れ
、国
が
定
め
る
基

準
を
超
え
た
場
合
、財
政
の

健
全
化
に
取
り
組
む
必
要

が
あ
る
と
判
断
さ
れ
ま
す
。

　

令
和
４
年
度
の
本
市
の

財
政
状
況
は
、「
健
全
化
判

断
比
率
」「
資
金
不
足
比
率
」

の
い
ず
れ
も
国
が
定
め
る

「
早
期
健
全
化
基
準
」「
経
営

健
全
化
基
準
」を
大
き
く
下

回
り
、問
題
な
し
と
判
断
さ

れ
ま
し
た
。

　 健全化判断比率 早期健全化基準

実質赤字比率 －(赤字なし)     11.97％

連結実質赤字比率 －(赤字なし)     16.97％

実質公債費比率   4.6％   25.0％

将来負担比率 28.2％ 350.0％

公営企業会計名 資金不足比率 経営健全化基準

公共下水道事業会計 －(資金不足なし) 20.0％

健全化判断比率

資金不足比率

企
画
財
政
課 

（
２
３
５
）８
４
５
３

〔 円グラフ１〕

市税市税
246億246億
4,694万円4,694万円

地方譲与税および各種交付金地方譲与税および各種交付金
44億5,213万円44億5,213万円

県支出金県支出金
34億657万円34億657万円

繰入金繰入金
26億26億
1,537万円1,537万円

市債市債
26億9,810万円26億9,810万円

その他その他
63億5,997万円63億5,997万円

国庫支出金国庫支出金
109億520万円109億520万円

物件費 物件費 
107107億億6,523万円6,523万円 公債費 公債費 

28億742万円28億742万円

歳出決算は以下の性質別に分類しています。

〔 円グラフ２〕

人件費人件費
79億1,493万円79億1,493万円

補助費等補助費等
42億3,481万円42億3,481万円

普通建設事業費 普通建設事業費 
50億974万円50億974万円

その他その他
79億9,283万円79億9,283万円

扶助費扶助費
136億136億
1,669万円1,669万円

人件費…市長や市職員の給与、議員や会計年度任用職員の報酬など
扶助費…障がい者や高齢者への支援、生活保護費など
公債費…市の借金である市債の返済に充てる経費
物件費…消耗品、業務委託料など
補助費等…各種団体への補助金など
普通建設事業費…道路などの整備や建物の建設に関する経費

その他   5万4,031円

教育費   3万8,199円

消防費   1万5,789円

土木費   4万   913円

衛生費   3万2,851円 

民生費 15万3,558円

総務費   4万   759円

１人当たり総額  37万6,100円

※歳出予算を行政目的で分類し、住民基
本台帳の令和５年３月31日現在の人口
13万9,170人で算出しています。

財
政
状
況
は「
健
全
」

一般会計
決算の内訳

は
独
自
の
収
入
が
あ
る
も
の
、「
企
業
会

計
」は
地
方
公
営
企
業
法
の
適
用
に
よ
り

企
業
会
計
方
式
で
事
業
を
運
営
す
る
も

の
で
す
。

市
民
１
人
当
た
り
の

歳
出
決
算
額（
目
的
別
経
費
）

令
和
４
年
度 

海
老
名
市
の

用語説明

た
一
方
、市
制
施
行
50
周
年
記
念
プ
レ
ミ

ア
ム
付
商
品
券
発
行
事
業
の
終
了
な
ど
に

よ
り
補
助
費
等
が
減
少
し
、全
体
で
は
前

年
度
を
下
回
り
ま
し
た
。

　
市
民
１
人
当
た
り
の
基
金
・
市
債
の
残

高
は
良
好
で
す
。
政
令
市
を
除
く
県
内
16

市
の
中
で
基
金
残
高
は
６
万
１
７
４
０
円

と
８
番
目
に
多
く
、市
債
の
残
高
は
企
業

会
計
分
を
含
め
て
28
万
５
２
８
１
円
と
３

番
目
に
少
な
い
金
額
で
す
。

　
実
質
収
支
は
、歳
入
歳
出
決
算
額
の
差

額
27
億
４
２
６
３
万
円
の
う
ち
、翌
年
度

に
繰
り
越
す
べ
き
財
源
を
差
し
引
い
た

20
億
９
６
７
８
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

歳入
令和４年度決算額

550億8,428万円

歳出
令和４年度決算額

523億4,165万円




